
アカデミック・プロダクティビティーの比較研究

日本の大学の構造は頂点の鋭くとがったピラミッド

状を呈し,ピラミッドを構成する各層の間で,学生や

教師の移動はきわめてとぼしいと)また, E]本の産業社

会の伝統に根ざし,大学をも支配している終身雇用制

と年功序列制は,そのような組織間の人事移動を抑止

する。このような日本の大学の構造や学閥に典型的に

あらわれるE]本の大学教授市場の特性は,一大学で活動

する学者の研究にも特殊日本的性格を与えるであろう。

小論は社会学と教育学の2つのアカデミック・コミ

ュニティを例にとって,これらの構造が学者の学問生

産にどのような影響を及ぼしているかを明らかにし,

アカデミック・コミュニティの構造と,それに規定を

うける学問生産性に関する新堀通也・加野芳正の仮説2)

を検討する。

アカデミック・コミュニティーは,制度的側面と学

問の性格の側面を含む03)両側面は単純にはっきりと二

分できるものではないとはいえ,アカデミック・コミ

ュニティーの制度的条件が,学者の研究活動ないしそ

の結果としての生産性に影響を与える様式と, _学問の

性格自体がそれらに与える様式とは違ったものであり,

両者はそれぞれ別個に区別して考察できよう。そこで

小論においてアカデミック・コミュニティーの構造が

学者の学問生産に及ぼす影響を考察する際も,そのよ

うな二つの側面に分けて分析をすすめて行くことにす

る。小論ではまず,社会学と教育学の両学問における

学問生産を全体的に考察するために,学者の業績の全

体的分布を概観し,次いで学者の学問生産4)の規定要

因を林の数量化理論第I類5)によって分析する( I

社会学と教育学における学問生産) 。そして前述の二

つの分析視点,制度的側面と学問の性格による側面,

のうちまず制度的側面において学者の出身大学,勤務

大学,性,学位,年令などの諸変数と業績との関係を

Iの数量化理論による分析結果をも引用しながら個別

的に考察する(Ⅱ　制度的アプローチ) oそして最後

に,学問による性格の側面からは,学問のコード化,

学問分類論等の観点を取り入れながら,業績との諸相

関を考察する(Ⅲ　学問論的アプローチ) 。

片　岡　徳　雄・山　崎　博　敏
(1979年9月20日受理)

I　社会学と教育学における学問生産

1.業績の分布

学者の研究活動の成果は言うまでもなく,論文,著

書,口頭発表などの形をとって公表される。それは学

者は特定の専門領域に関心をもつ研究者たちで構成す

るサイエンティフイツク・コミュニティーの中で相互

にコミュニケートするためなのであるが,このことは

学者にとって半ば強制的な義務でもあるOマートンは,

科学のエトスについて,サイエンティフイツク・コミ

ュニティーの中において学者は知識の共有,組織的懐

疑,普遍主義,没私利性という独自の規範体系に拘束さ

れているということを明らかにしている6)が,これら

は学者に対して自らの研究成果の公表を迫るものであ

る。だが,全ての学者がこのような規範を同じように

内面化し,同じように研究活動を遂行するであろうか。

それではわれわれが実際に調査した社会学と教育学の

両学問の研究を行っている学者全員についての業績の

分布をみてみよう。

図1は両学界の学者全員,すなわち教育学者1,553

人,社会学者1, 020人の業績点の分布を示したもので

ある。一見してわかる通り,業績点ゼロの学者が教育

学に多いことと,社会学に例外的に高得点者がいるこ

とを除けば,二つのグラフの形はすこぶる類似してい

る。すなわち学者の多くは低い業績の方に偏より,高

い業績をあげている学者は急激に減少しており,ほ

ぼ指数関数的な分布をしている。いま図1で生産

性の高い学者が極めて少数であることが示されたが,

次に,学者の公表する論文数と著書数についてそのこ

とをさらに詳しく考察してみよう。表1は,両学問に

ついて論文と著書の公表数上位1 96, 5.　及び10

%を占める学者の公表数占有率を示している。ここ

で,公表数占有率とは,ある学者の集団が公表する論

文や著書が全体に占める割合のことである。論文につ

いては,公表数上位1%の学者によって両学問とも10

%以上が生産され,上位5%で30%以上,上位10%に

なると45%以上にもなる。いずれも,教育学の方が数
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図1　業績

値が高く,少数学者による業績独占の傾向が強い。著

書になるとさらに極端になり,両学問とも上位1%の

学者によって全体の20%弱が生産され,同じく上位5

%の学者によって約50%が生産され,上位10%になる

と約65%以上にのぼっている。

公 表 数 全 体 に 論 文 m

占 め る 割 合 社 会 学 教 育 学 社 会 学 ft w a

公 表 数 1 % ll .5 % 13. 5* 19. i 18 .5*

上 位 の 5 % 30 . 1 3 9.8 4 7. 2 5 1 . 1

学 者 %
10 % 4 5. 5 56 . 3 64 . 9 6 8 .5

表1公表数上位の学者の業績独占状況

これとは逆に, 10年間に全く論文や著書を公表して

いない学者の割合を算出したのが表2である。それに

社会学 教 育学

-
論 文

2 6 6 人 6 8 4
( 2 6 . 1瑠) (4 4 . 0 )

* 」
6 4 9 1 0 4 1

(6 3 : 6 ) (6 7 . 0 )

論 文およ 2 3 0 5 6 9
び著書 (2 2 . 5 ) (3 6. 6 )

表2　沈糸する学者の割合

よると,論文につい

ては社会学の26. ]

に対して教育学が

44.(　と高い値がで

ている。一方,著書

をみると,両学問と

ら, 6割を越えてい

る。また,論文や著

書も全く公表していない完全沈黙型の学者は,社会学

22.5^,教育学36.69　と教育学が高い。表1における

教育学の少数学者の業績独占の強さと考え合わせれば,

教育学者は社会学者よりも,学者としての質に多様性

があるように思われるOこの事実には種々の原因が考

点の分布

えられよう。学者の勤務大学の地域的配置も関係して

いるかもしれないし,また教育学者に高令の者が多い

ことにもよるLI)彼らが戦後の新制大学教育学部創設

時に学界に加入し,油の乗りきった時代に出版事情が

悪かったことにもよるであろう。また教育学者のリク

ルルート源の多様さも原因として考えられる。

以上,今迄に述べてきたような学問生産の成果の格

差の大きさは,現代学問の特徴の一つとされるパブリ

ケーション爆発がいかに一握りの少数の学者によって

担われているかを示している。

さて,図1の業績点の分布がロジスティックな特性

を持っているという,これまでの直観的考察から-ニー歩

すすんで,更に,そこに何らかの法則がないものかど

うかを検討してみたい。この方面に関するパイオニア

的研究は, A.J.ロトカによってなされ,その後, D.

プライスによって大きく発展させ.られた。ロトカは,

1926年に「生産性の逆自乗則」を提唱した。これは,

「n欝の論文を生産する人の数は, wに比例するo」

というものであるoB)ロトカはロイヤル・ソサエティの

初期の号や,二十世紀(初頭)の『ケミカル・アブス

トラクツ』からこれらの規則性を兄い出したのである

が,プライスは子細に検討した結果,生産性はパレー

トの所得分布則に似た分布をすることを兄いだした。

パレートは,所得の累積数は,いろいろな国で,長期

にわたって,ほとんど正確に,また定常的に1/nlの

法則に従うことを兄いだした90)プライスは,パレート

の所得分布則とちがい,科学の生産性の分布則は,下
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( 1人の学者が公表する論文数)

図2　プライスの法則の検証

端では分布別の特性指数は, 1であり,上端では2で

あって,均等に1.5ではない?)としながらも,両者の

分布の類似性を主張したOわれわれは,プライスほど

の厳密さには及ばないものの,現前する社会学と教育

学の学者の生産性に関するデータを用いて,これら.の
所説を検討してみることにする。図2は両学問につい

て,それぞれ1人の学者が公表する論文数と, n篇の

論文を公表する学者とを全対数方眼紙の上にプロット

し,線型単純回帰分析を試みたものである。その結果,

予測式の次数は,社会学の場合が-1.470,教育学で

紘-1.517となり,ロトカの生産性の逆自乗別の-2

よりも,プライスが類似性を主張したパレート所得分

布別の-1.5に近くなった。

2.学問生産の規定条件-数量化理論による分析

前項で考察してきたように,アカデミック・コミュ

ニティーで活動する学者の業績は非常に広範に分布し

ており,業績を出す学者と出さない学者の格差は極め

て大きい。これらの現実は一体どのような条件によっ

て規定されているのであろうか。数値化できない諸々

の複雑な条件のからまりによって生起するこの現象を

あらゆる角度から十分に分析把撞することは簡単に出

釆るものではない。そこで我々は,各要因を数量的に

把握できる範囲内で,そのような学問生産の規定条件

を定量的に把握するために,林の数量化理論第I類を

用いて規定条件を分析した。変数としては学者の業績

点を外的基準(目的変量)として,これを学者の性,

年令,学位,出身大学,勤務大学,勤務大学設置者,

勤務大学の格,地位,県の合計9つの定性的な説明変

量によって予測することを試みることにする。もちろ

ん説明変量はこれ以外にも数多く考えられるであろう。

しかし,資料の制約や数値化出来るデー一夕の制限,敬

育学と社会学をなるべく同-のレベルで比較するとい

う必要性から,以上のような9つの変数を採用するこ

とにしたよ1)表3が,林の数量化理論第I類による分析

の結果であるOこの表のレンジ及び偏相関廃数の値に

よって,業績点に対する各要因の大きさがわかる。

そこから明らかな通り,社会学・教育学の学界に共

通にみられることは,学問生産に及ぼす影響力の最も

小さいものは性であり,中程度の影響力をもつものは

年令,地位,出身大学,勤務大学所在県であり,大き

な影響力をもつものは勤務大学と学位である,という

ことである。出身大学の影響力が勤務大学よりも小さ

いことは注目される。勤務大学の影響力が大きいこと

は,日本の大学の階層性の鋭さを示すものである。学

位,とくに博士号の有無が学問生産の大きな規定要因

になっていることは,学位授与が業績主義的に行われ

ていることを意味している。

一方,両学界の学問生産の規定条件の相違点は,大

学の格が及ぼす力の大きさである。社会学に比べ,敬

育学は格による業績の差が著しい。社会学者は高い業

績をあげている者でも,大学院のない大学や短大に数

多く存在しているのである。また社会学は教育学より

ち,地位による業績の格差が大きい。
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!項 目 社 会 学 It F? 3 =T

カテゴ リー ス コ ア レ ン ジ 偏相 関係数 カテ ゴ リー ス コ ア レ ン ジ 偏相 関係数

性
男

女

0. 1 3

- 2 . 5 3

2. 6 6 0 . 0 2 9
男

女

0. 0 1

- 0 . 12

0 . 1 3 0 . 0 0 2

午
3 0 代以下

4 0 代

- 0. 8 6

2. 9 8
6 . 8 1 0 . 1 2 0

3 0 代 以下

4 0 代

→1 5 7

1. 3 7
3 . 3 1 0ー0 8 7

令
5 0 代

】6 0 代以上

0. 0 1

- 3 . 8 3

5 0 代

6 0 代以上

1. 6 7

- 1. 6 4

学

位

な し .学 士

修 士

.博 士

- 3 . 0 0

0 . 2 3

1 5 . 4 3

1 8. 4 3 0 . 2 6 5

な し .学 士

修 士

博 士

- 1. 1 3

- 1. 5 5

1 0 . 8 1

1 2 . 3 6 0 . 2 4 1

*

身

東 大

京 大

その他 (1)

3. 5 2

- 0 . 0 5

- 0 .
5 . 9 5 0 . 10 1

乗 数 大

東 大

京 大

2. 6 9

2 . 4 5

0. 3 3
6 . 5 7 0 . 1 5 5* 旧帝大五大学 - 1. 2 5 広 島 大 0. 1 7

学 その他 (2 )

早大 .. 慶 大

- 1. 3 8

- 2ー4 3

旧帝大五大学

そ の 他

- 1. 6 7

】3. 8 8

勤

東 大

早大 . 慶大

20 . 6 0

5 . 5 4

2 2 . 8 6 0. 1 6 9

東 大

広 島 大

14. 0 9

9. 6 4

2 1 . 4 6 0 . 1 5 9

サ その他 (1) 0 . 9 6 そ の 他 - 0 . 0 2

大

・

.その他 (2 )

京 大

旧帝大元 大学

- 1. 0 2

ー2. 1 5

- 2 . 2 6

-乗 数 大

旧帝大五大学

京 大

- 3. 2 9

- 6 . 2 8

- 7 . 3 7

勤 設 国 立 0ー7 8

3 . 7 5 0 . 0 5 1

国 立 3. 1 0

4 . 7 9 0 . 1 3 0
雲 置 公 立 3. 0 8 公 立 0. 4 4

学 者 私 立 - 0. 6 7 私 立 - 1. 6 9

ft
務
大

'蝣=」
の
格

. 短 大

学 士

修 士

博 士

「 …‥……

4. 7 6 0. 0 9 5

短 大

′学 士

修 士

博 士

- 1. 3 68. 9 5
10 . 3 1 0. 2 1 5

也

位

講 師

助教授

教 嘩

- 5. 8 9

- 2 . 2 6

3 . 1 5

9 . 0 4 0. 1 7 7

講 師

助教授

教 授

-3. 4 7

- 1 . 5 0

1 . 6 8

5 . 1 5 0 . 1 3 1

勤 の
務 所 東 京 2ー92 .

4 . 5 6 0 . 0 9 5
東 京 3. 4 8

4 . 6 0 0. 1 2 3大 在 .
学 県

その他 - 1. 6 4 その通 - 1 . 1 2

重相 関係数 0. 4 9 2 重相 関係数 0. 5 2 0

表3　数量化理論第I類による学問生産の規定条件の分析

(社会学教師の出身大学および勤務大学の項巨のその他(1)は上記の表以外の博士課程大学院を有する大学,

その他(2)は,それ以外の大学・短大である。)
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Ⅱ　制度的アプローチ

ここでは,前項の数量化理論によるアカデミック・

プロダクティビティーの規定要因の分析の結果を参

考にしながら,大学制度の制度的側面から,アカデミ

ック・プロダクティビティーの諸条件をさらに個別

に検討してゆく。

1.出身大学と生産性

前項の数量化理論第I類による業績の規定要因の分

析で明らかになったように,学者の出身大学は生産性

のふつう程度の規定要因になっている(社会学ではレ

ンジ5.95,偏相関係数0.101,教育学ではそれぞれ

6.57, 0.155)。表4は各出身大学別の学者1人あ

たり業績点,業績占有率,平均年令を示したものであ

る。

社 会 学 教 育 学

1 人 あ

た り 業
績 点

業 績
占 白 率

輩 出
学 者 数

1 人 あ

た り 業
観 点

美 原
占 有 率

輩 出
学 者 数

.法 政 大 2 6 . 6

%

2 . 1
人

l l 東 大 1 3 . 9

%

3 1 . 4

人

3 2 2

一 楠 大 2 6 . 0 4 . 1 2 2 東 戟 大 l l . 9 2 2 . 4 2 6 8

東 大 2 1 . 9 3 7 . 7 2 4 2 広 . 大 1 0 . 8 1 8 . 1 2 4 0

慶 大 1 4 . 0 3 . 9 3 9 慶 大 9 . 3 1 . 2 1 9

早 大 1 3 . 7 5 . 7 5 8 旧 植 民 大 9 . 0 0 . 4 7

京 大 1 2 . 1 l l . 7 1 3 5 負 . 大 7 . 8 2 . 7 5 0

東 北 大 l l . 7 5 . 6 6 7 早 大 7 . 8 2 .′4 4 4

表4　出身大学と生産性

一人あたり業績点の最も高い大学は,社会学では,法

政大,一槽大,東大--・,教育学では,東大,東京教

育大,広島大-～,という順序になっている。社会学

の場合,法政大と一橋大は輩出学者数はそれぞれ11人

22人と少なく,少数の高得点者がいるため全体の平均

得点が高くなっている。教育学の場合は,上位3位ま

では多くの学者を輩出している伝統ある有力な大学の

順に,学者一人あたり業績点も並んでいる。

教育学の場合,学者一人あたり業績点が,上位の大

学については,大学教授市場占有率の順に並んで

いるので,両者の尚に何らかの関係があるのではない

かと想像される。そこで,こゐ2つの指標をグラフの

上にプロットしてみた。図3がそれであるが,社会学,

教育学とも大学教授市場占有率の最も大きい大学(-

東大)が高い学者1人あたりの業績点をあげている

点は共通である。教育学では大学教授市場占有率の

高い諸大学が学者一人あたり業績点でも高い値をあげ

ている傾向があるが,社会学では必ずしもそうではな

く,大学教授市場占有率の小さな大学の健闘も目立つ。

これらの大学の出身者は学界における弱小勢力ではあ

るが,彼らはそれを補うだけの学問上の努力をしてい

-　30

人
当

り
共
和

負
20

°　°

-°.t

°l

hl　　　　　　　　　　　　　朋BE
.°°

- 15
人

当
り
X

細
点

R fUサ

大学教授市場占有率　　　　　　　　　　　　大学教授市場占有率

図3　大学教授市場占有率と1人あたり業績点の開係

るともいえよう。教育学の場合でも部分的にはこのよ

うな傾向がみられる。一般的にいって,東大に代表さ

れるような大学教授市場占有率の大きい大学は,著書

などの出版物のマーケットが大きく,購買力も大きい

ため,大学のテキストや叢書・講座などのシリーズも

のの出版も可能であり,また,学閥を中心とした共同

執筆の機会も多い。それだけ子こ両学問における数個の

弱小勢力の大学の卒業生の健闘が注目されヰう。

出身大学業績占有率をみると社会学は東大出身者で

全体のil.1%を生産し,他を大きく引きはなしている。

社会学における東大独占支配の一端がここに見出され

る。教育学の場合,東大が全業績の3分の1弱にあた

る31.4:を生産し,東京教育大が22.5^,広島大が

18.　京大11.　と,群雄割拠的様相を呈しており,

この四大学で,最近十年間の日本の教育学の全業績の

83.%%を生産していることになる。 、教育学界はこの

四国立大出身者による寡占支配にあるといってもよい。

社会学の場合,出身大学設置者別大学教授市場占有率

における私立大学の多さから推察されるように,業績

占有率においても,また学者一人あたり業績において

も,私立大学卒業者は国立に比してさして劣らないだ

けのものを出している。これは表5に示されている通

りであるが,教育学における国立大学出身者の優勢に

比べれば注目されるところである。教育学の研究・教

一人あたり
業 績 点 業績崩 率

国 立 1 5 . 5 点 7 4 . 6 #

公 立 8 . 8 1. 6

私 立 l l. 5 2 2 . 8

外国大 4 . 9 1 . 0

青が,明治以来の教育

による国家支配政策に

関連して,国立中心に

行なわれてきたのに対

して,社会学は,第二

次大戦後,アメリカか

表5　出身大学設置者と生産性　ら怒涛の如く流れこみ,
(社会学)

60年代私大拡張の際は

全国の有力私大に社会学部という形で制度化された,
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という事実が,これらの対照点を生みだしていると考

えられる。

次に,以上の結果からアカデミック・プロダクティ

ビティーに関する新堀通也・加野芳正の仮説12)のうち

本項目に対応するもの,即ち

①市場占拠率の高い大学の出身者-教育学は東大

・東教大・広大・京大,社会学では東大・京大・

東北大-の生産性は他大学出身者に比べて高い。

②教育学の学閥現象が顕著であるから,市場占拠率

と生産性の関連がより明確である。

を検討すれば, ①は,ほぼ妥当するが,社会学におい

てとくに市場占拠率の低い大学もよく健闘している点

で,若干の例外も見出される。 ②については,図3か

ら明らかなように,たしかに,教育学の方が社会学よ

りも,市場占拠率と生産性の関連が明確である,と言

mm

2.勤務大学と生産性

学者の勤務大学は,数量化理論I類による業績の規

定要因の分析から明らかになったように,生産性の大

きなファクターである。本項では,各勤務大学別,勤

務大学の設置者,勤務大学の格,、勤務大学の所在地別

に分けて勤務大学と生産性の関係を考察してゆくこと

にする。

⊃　各勤務大学別業績

まず最初に勤務大学別の学者の業績を検討する。両

学問について各大学別に学者一人あたり業績と平均年

令をあらわしたものが表6である。それによると,社

会学では東大の一位を筆頭に,東京都立大,一楠大,

立教大,大阪市大,法政大一一と並び,公立・私立の

大学にも業績の高い学者がいることがわかる0 -万,

教育学では,お茶の水女子大が断然高く,そのあとに

東大,広大,名大,東京大と国立大学が続き, 6位に

やっと私立の慶大が顔を出している。表3の数量化理

論I類のスコアを見ても,カテゴリーの相違はあるが

社 会 学 教 育 学

一人あた
り業績点 平均年令

「人あた
り業績点 平 一

東 .大 4 9. 5 点 4 7 .2 才 お茶水大 6 6 .8 点 47 .2 才

都立大 4 3. 8 4 9 .4 東 大 4 3 .0 48 .2

一楠大 3 8. 8 5 5 .0 広 大 3 4 .3 45 .4

立教大 3 0ー6 4 3 .7 名 大 2 7 .3 4 1.8

阪甫大 3 0 .4 4 8 .6 兼敏 大 2 4 .7 48 .3

法政大 2 7 .8 4 2 .8 慶 大 2 2 .4 56 .7

京 大 2 3 .4 5 2 .0 阪 大 2 0 .0 44 .4

表6　勤務大学と業績

同じような傾向を示している。両学問とも,学界の指

導的大学である東大がきわめて上位にあることには変

わりがない。相違があるのは,出身大学の場合と同じ

く,社会学における公立・私立大学の健闘と教育学の

国立大学優位という点である。

○　勤務大学設置者別業績

そこでこれを更に詳細に検討するために,勤務大学

の設置者別に両学問を比較してみよう。表7をみれば

わかるように,一人あたり業績点では,国立一公立一

私立の順に低くなっていることは両学問に共通である

が,社会学は私立大学勤務の学者の業績は相対的に高

ll人 あたり業随員 業 療 占 有 率

社会学 教 育学 社会学 教育学

国立 1 7.0 点 14. 6 点 35 .t 5 1.4 *

公立 13 .7 10 .5 6 .8 4∴9

私立 12 .4 6 .4 57 .6 46 .7

く,教育学で

は低い。業績

占有率をみる

と,社会学で

は私立が57.6

%,教育学で

表7　勤務大学の設置者別業績　は国立が51.4

%とそれぞれ過半数を占めている。ここにもやはり社

会学研究における公立私立大学の健闘と教育学研究に

おける国立大学優勢の傾向が見られる。業績占有率で

私立大学が両学問とも値が高いが,これは,私立大学

勤務者の数が多いためである。

○　勤務大学の格と業績

次に,勤務大学の格による学者の生産性を調べてみ

よう。ここで言う大学の格とは,短大,学部だけの四

年制大学,修士課程大学院を有する大学,博士課程大

学院を有する大学による,大学の序列のことである。

両学問領域において,博士課程大学院を有する大学は

少なく,社会学,教育学とも21大学である。表8にあ

る通り,両学問と′も勤務大学の格による学者の業績の

一人 あた り業 配点 実 績 占 有 率 .

社 会 学 * tW 」 社 会 車 教 育 学

短 大 4 .2 点 3 .9 点 5 .5 * 12 .t

学 士 10 .9 } 9 ー5 34 . 1
5 4 .9

修 士 15 .1 12 .占

博 士 2 4. 1 2 3 .3 47 .9 32 .5

表8　勤務大学の格と業績

差は歴然とし

ている。両学

問とも勤務大

学の格が高く

なるほど学者

の業績は高く

なっている。

また,表3の

数量化理論第I類のスコアをみても,博士課程大学院

を有する大学に勤務する学者の値は高い。業績占有率

で両学問を比較すると,社会学では博士課程大学院の

ある大学で全体の約半分に近い47.9%を生産している。

これに対して教育学では修士課程大学院のある大学以

下の大学・短大での割合が高い。これは,幼児教育教

員養成のための短大や初等中等教員養成のための大学

が全国に多く存在し,これら古宇勤務する教育学者の割

-68-



合が高いためでもある。

以上考察してきたところで,教育学・社会学に共通

して,生産性の側面からみれば大学別にはほぼ東大を

頂点にして,国公私別には国立一公立一私立の順に,

大学の格別には博士課程を有する大学一修士一学部の

みの大学一短大,という序列があることが実証的に明

らかにされた。この序列こそ,日本の大学制度の階層

構造の基本的枠組を形づくっているといえよう。

○　勤務大学の所在地と業績

次に学者の勤務する大学の所在地域による生産性の

相違を検討してみよう。ここでも全国47都道府県の

全てを一つ一つ比較するのではなしに,大きく,東京

都対それ以外の道府県,という二分類によって業績を

比較してみることによって地域と生産性の関係をさら

に考察してみたい。表9は,その二分法によって学者

一人あたりの業績と地域別の業績占有率を表示したも

のである。それによると学者一人あたり業績点では杜

ll人あたり業績点 業 績 占 有 率

社会学 教育学 社会学 教育学

東 京 20 .8 点 14 .5 点 5 3 .6 96 38 . 1 :

東京以外 9 .9 7 .5 4 6 .4 6 1.9

全 こ国 13 .8 9 .2 10 0. 0 10 0 .0

表9　勤務大学の所在地と業績

全学,教育学とも,東京の大学勤務者が,それ以外の

全道府県の大学勤務者の約2倍の業績をあげている。

表3の数量化理論I類による分析結果でも,東京のス

コアは社会学2.92,教育学3.48とその他の道府県全

体より高い。やはり東京に住んでいる学者の業績の高

さは動かしがたい事実である。他方,地域別の業績占

有率は,両学問にわずかな相違がみられる。社会学で

は東京だけで53.1を占めるのに対して教育学では

38.　にすぎない。一つの都だけで38.1#という数値

は決して小さいものではないが,社会学の53.5^に比

べれば相対的に低い。これは,学者の地域別配置に原

因があると考えられる。社会学者の全体の35.t　が東

京に勤務しているのに対し,教育学者は24.1#にすぎ

ないt3)全国の都道府県の国立大学で教育学部のない大

学は,少数の単科大学を除けばほとんどなく,主に保

育科, ,幼児教育科などから構成される短期大学は全国

に散在し,教育学者は全国各地に分散している。この

ような制度上の構造が業績占有率の以上のような分布

を形づくっている。このことから,両学問については,

いささか乱暴ではあるが,社会学研究の東京中心対教

育学研究の地方分散,という大まかな図式がつくられ

よう。

新堀・加野の生産性に関する仮説12)のうち,本項で

とりあげた勤務大学と生産性に該当するものを最後に

検討してみる。これまでの考察結果から既に明らかに

なったように,その仮説のうち,勤務大学設置者と生

産性についての「国公立大学に勤務する学者の生産性

は私立大学に勤務する学者よりも高い。」と,勤務大学

の格と生産性についての「博士課程大学に勤務する学

者の生産性は最も高く,一方,短大勤務者の生産性は

低い。」,及び,勤務大学の所在地域と生産性について

の「東京在住の学者は,地方在住の学者に比べてその

生産性は高い。」という仮説はいずれも検証された。

3.学位と生産性

表3の数量化理論第I類による分析で明らかになっ

たように,学位は業績を規定するきわめて大きな要因

であった(偏相関係数は社会学0.265,教育学0.241) 。

またカテゴリ-ごとのスコアをみても,博士号所有者

の数値はそれ以外の者に比べてはるかに大きい。表10

で,学者一人あたり業績点をみても,やはりそうであ

る。アカデミック・コミュニティーにおける博士号所

有のもつ大きな意味がこれらの結果にあらわれている

と言えるであろう。このことはまた,両アカデミック

・コミュニティーにおいて学位授与がきわめて業績主

義的に行われている,ということをも意味している。

日本の大学制度,学位制度においては,人文・社会科

学分野の博士号授与数(率)が低く㌣)このことが,こ

れらの分野の博士号の質の高さを保っているのかもし

れない。また,修士号所有者の業績は,学士および学

】人あたり業統点

社会学 .薮青学

な し 9 .2 点
蝣7. 8 点

学士 13 .9

修士 l l .8 7.0

博士 3 3 .3 23 . 5

士なしの学者のそれとはぼ同

等である。これは修士号が大

学院修士課程修了者に課程修

了の形で与えられ,戦後学者

養成の訓練を受け学界に加入

した者はほとんど修士号をも

表10　学位と業績　っていることにもよる。戦前

に学者になった者は,博士以外はほとんどが学士又は

学士称号なしであり,実質的には,戦前の学士,学士

称号なしは,戦後の修士号と同等である,という現実

を表10は実証するものである。

4.地位と生産性

教授一助教授一講師という地位別にみると学者の生

産性はどうなっているか。表3の数量化理論による分

析では,両学問に共通して地位は,学者の業績の高さ

を規定する中程度の要因であった(社会学は,レンジ

9.04,偏相関係数0. 177,教育学は5.15, 0. 131であっ

た)。衰11で業績点を地位別にみると,社会学では助

教授は講師の2.6倍,教授は4.0倍,教育学ではそれ
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ぞれ3.9倍, 5.2倍となっており,地位別の業績には

大きな差がある。他の変数の要因の影響を排除して,

純粋に地位のみの規定力を考察するため,再び表3に

かえって,地位別にレンジの差をみると,講師と助教

授の差と助教授と教授の差は,社会学ではそれぞれ

3.63,5.41,教育学では1.97, 3.18となっており,

両学問とも,講師と助教授の間の距離よりも,助教授

と教授の間の距離が大きい。社会学の場合それが特に

顕著である。このことは教授という地位のもつ力の大

きさをあらわしてはいないであろうか。教授という地

位にあることはそのネームヴァリューのため,マスコ

ミにもよく登場するようになり,講座制大学の場合,

講座主任として研究室の大学院生を動員して,共同研

究を推進し,その成果を公刊することも可能になる。

また,日本では助教授から教授に昇進する際に学位を

取得することも多いが,学位論文は必ず公刊されるこ

とになるから,それも本分析での教授の業績点として

算入される。以上の結果から,地位と生産性に関する

..人 あたり業績点

社会学 l教育学

講 師 4 .5 点 2 .2 点

shf H g ll .6 8. 6

& ft 17」8 ll. 5

表日　地位と業績

仮酷2) 「たとえ若年研究者

の方が学問志向が強いとし

ても,その生産性と必ずし

も比例するものではない。」

を検討すれば,この仮説は

妥当すると言えよう。

5.性と生産性

畦と学問の生産性の関係を考察してみたい。女性研

究者の数は男性研究者に比べると極めて少ない。社会

学のアカデミック・コミュニティーの場合,男性966

人に対して女性はわずか52人,教育学の場合も, 1472

人に対して76人と,女性研究者が学界人口に占める割

合は社会学で5.1:　教育学で4.<　と,ともに5%

内外を占めるにすぎない。女性研究者は既婚者の場合,

家事,育児に研究時間を奪われ,社会的にもその他種

種なハンディキャップを背負わされている。そのよう

な研究遂行上の不利は業績の上にどのようにはねかえ

ってくるのだろうか。表12によって両学問について業

績点を比較すれば明らかに女性研究者の業績の低さが

明らかになる。社会学では男性研究者14.2点対女性研

究者7.4点と,女性研究者は男性研究者の約2分の1

程度にすぎない。教育学では更にその差は大きく男性

研究者9.5点に対し女性研究者3.6点と約3分の1程

度である。ただこの業績点による比較には,性以外の

学位・年齢・出身大学日日-など他の要Eqも直接的間接

的に混入している。そこで純粋に性だけの要因をとり

だして比較するために表3の数量化理論による分析結

果をみると,社会学ではレンジ2.66,偏相関係数0.029,

教育学ではそれぞれ0.13, 0.002となっていて,性が

独立に業績に及ぼす影響力はさほど大きくない。この

ことは男性と女性の間の本来的な業績の差,ないしは

能力の差はさほどないことを示すものである。そうす

ると我々は業績卓にあらわれた男女の著しい差は,性

以外の変数の直接的間接的影響によるものであると想

一二人あたり業績点

社会学 教 育学

男性 14 . 2 点 9 .5 A

女性 7.4 3一.6

定せざるを得ない。換言すれ

ば,アカデミック・コミュニ

ティーの構造が女性に不利な

ように構成されており,その

表12　位と業績　社会的不平等を生み出す構造

が女性の業績生産に不利に作用している,といえよう。

新堀・加野の仮説「女性研究者の生産性は男性に比べ

て低い。」は,以上のような条件をつけて妥当であると

結論される。

6.学問生産物の公表形態

前項まで,業績点を中心とする学問の生産性とアカ

デミック・コミュニティーの諸変数との間の関係を考

察してきた。本項では,そのような学問生産の量的指

標でなく,編著書の出版とアカデミック・コミュニテ

ィーの諸変数との問の関係,いわば,学問生産の質的

側面を考察する。編著書の出版は,ある意味でアカデ

ミック・コミュニティー内のボス的行動の-出現形態

である。編著書の出版状況を知ることによって,学問

生産の様式を窺うことができよう。ただ,ここでは資

料上の限界から,詳しく分析することはできず,学者

の地位と勤務大学の格という2つの側面から編著書の

出巌状況を考察するに止まらざるを得ないO

表13は,両学問について,著書(翻訳書を除く)に

占める編著の割合を,地位および勤務大学の格の側面

から眺めたものである。両学問とも,地位について見

社会学 *iff ・

地

a

講 師 2 % 2 96

助教痩 5 5

教 授 12 10

大 短 大 4 % } 6 %

学 学 部 D

の .修 士 9

格 博 士 15 1.5

表13　編著書出版率

ると,講師,助教授,

教授と地位が上がるに

つれて編著書を出版す

る割合が増大している。

教授にもなると,長年

の研究活動の結果,多

くの同僚や弟子を持つ

ようになり,共同研究

や各種の学術的活動の

リ-ダーとして,それらを総括し,出版する機会も増

大する。勤務大学の格について見ると,博士課程大学

院をもつ大学の学者において,編著書出版率が最も高

く,大学の格が下がるごとに編著書の出版率は低下す

る。教育学の場合,データが不十分であるが,社会学

ではこの傾向が明確にあらわれている。この傾向は,
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格と生産性の場合と同じであることは興味深い。格の

高い大学になるほど生産性の高い学者が多いが,それ

は多くの編著書に依るところ大であることがわかる。

彼らはマスコミにもコネクションを持ち,その上,幾

人かの大学院生や弟子をもち,大規模な共同研究を遂

行することができる。彼らこそ,学界のボスとして活

躍する人たちである。新堀・加野が,勤務大学との関

連で設定した仮説「市場占拠率の高い大学(いわゆる

大学院大学)に勤務する者は編著が多くなる。上及び,

学問へのオリエンテーションに関連して設定した仮説

「-一教授になると編著書・一日の割合は高くなる。」は,

以上の結果から,十分に検証された。

次に,学問生産物の公表形態を年令との関連におい

て考察してみよう。日本の大学のように,地位と年令

がほぼ比例するところでは,これは学問生産物の公表

形態と地位との関係を考察することにもなる。表14は

論文/著書比を各年代ごとに計算したものである。 30

才代までは両学問とも,その値は小さい。論文/著書

比は40才代で最も高い。即ち1975年現在40才代であ

る人が1965年から1974年の間に公表した生産物が他

の年代のそれよりも論文の比率が高い。単純計算する

と彼らは中間年たる1970年において平均40才であっ

た。彼らより年令が高い者の論文/著書比は,唯一の

例外(社会学の70代以上)を除いて,高令になるほど

低下する。つまり,学者の年令(-地位)が高いほど

論文よりも著書による公表形態が増大する。これはお

そらく,編著書出版率が地位とともに増大するのと同

じような原因に依るであろう。

社 会 学 教 育学

3 0 代 まで 0 . 5 8 0 . 4 2

ヰo 代 1 . 7 0 1. 5 1

5 0 代 1 . 4 2 1. 12

6 0 代 0 . 8 9 0 . 5 7

7 0 代 以 上 1. 4 1 0 . 0 8

表14年令別論文/著書比

Ⅲ学問論的アプローチ

科学社会学にとって有効な概念の一つにコード化

(Codification)という概念がある。コード化とは科

学の認知構造であり,経験的知識を適切な理論的公式

に統合することである15)
。教育学と社会学はコード化の
観点からみればどのような位置にあるであろうか。こ

れを確定するのは容易なことではない。両学問とも,

性格のちがう各領域に分化しているし,コード化の指

標となる客観的尺度がない。しかし,一般にコード化

の程度は自然科学,社会科学,人文科学の順に低いと

いわれ,教育学は人文科学,社会学は社会科学に分類

される場合が多いことを考えれば,社会学の方が教育

学よりもコード化が高いと仮定しても差支えないであ

ろう。

コード化が高ければその学問固有の知識体系が確立

しており,それらは比較的短期間に系統的に集中的に

学習でき,若いうちに研究のフロンティアに到達でき

る。しかも確立した知識体系に照らして研究成果の真

偽が判定できる。ここでまず第一に年齢と業績の関係

にコード化の程度という媒介変数が介入する。また研

究成果の真偽判定の明快さは,先取権争いを生み,こ

のために書物よりも論文による公表形態が多くとられ

ることになる26)

これらの観点からまず,教育学と社会学の両学問を,

年齢と業績の関係及び,公表形態の2点から考察する。

まず年齢と業績の関係(図4)を両学問についてみる

と業績のピークは社会学では40代,教育学については

50代にある。つまり1975年現在,社会学の場合40代の

学者が,教育学の場合50代の学者が,その他の世代の

学者より過去10年間に最も多くの業績を産み出したこ

とを示すo表3の数量化理論のスコアをみても,その

最大値は社会学は40代,教育学は50代で,図3の結果

と一致する。このピークのずれは,両学問のコード化

の程度の相違から説明できないだろうか。もちろん勤

務大学の研究条件,地位などの諸要因も影響している

には違いない。しかしコード化を中心とする学問の性

格による要因が最も主要なものと考えられよう。

20　30　40　　　　　　　　　　代

図4　年令と生産性

次に,社会学と教育学それぞれについて,論文/普

書比を計算すると,社会学1.17,教育学0.87であった。

明らかに,社会学が教育学よりも論文の比率が高い。

この結果からはオーディエンス,即ち,公表物の受け

手の問題があって,教育学の公表物の受け手に現場教

師など実践家が多く,これも教育学の公表物の著書比

率を増大させるのではないか,という考えかたもでき

るが,上述の結果は社会学のコード化の高さを示して

いる,ともいえるであろう。

(本研究には昭和54年度文部省科学研究費の助成を受

けた。)
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